
平
成

™
œ
年

œ
月

™
Ÿ
日
火
曜
日

(
号
外
第

˜
—
 
号
)

官
報

^ 子どもの読書活動の推進のための学校図書館の機能強化
学校図書館は、児童生徒の想像力を培い、学習に対する興味・関心等を呼び起こし、豊か
な心を育む自由な読書活動や読書指導の場である「読書センター」としての機能と、児童生
徒の自発的、主体的な学習活動を支援し、教育課程の展開に寄与する「学習・情報センター」
としての機能を果たし、学校教育の中核的な役割を担うことが期待されている。特に、学校
教育においては、児童生徒が自ら考え、主体的に判断し、行動できる資質や能力などの「生
きる力」を育むことが求められており、学校図書館には、様々な学習活動を支援する機能を
果たしていくことが求められる。
さらに、児童生徒が生き生きとした学校生活を送れるようにするため、また、児童生徒の
ストレスの高まりや生徒指導上の諸問題へ対応するため、自由な読書活動の場である学校図
書館について「心の居場所」としての機能を更に充実させていくことが期待されている。
{ 学校図書館の資料、施設等の整備・充実
ア 学校図書館資料の整備・充実
児童生徒の豊かな読書経験の機会を充実していくためには、児童生徒の知的活動を増
進し、様々な興味・関心に応える魅力的な学校図書館資料を整備・充実させていくこと
が必要である。また、各教科、道徳、外国語活動、総合的な学習の時間、特別活動にお
いて多様な教育活動を展開していくためにも、学校図書館資料を充実していくことが求
められている。
このため、文部科学省において、平成24年度から28年度までを期間とする新たな「学
校図書館図書整備５か年計画」が策定され、公立義務教育諸学校の学校図書館資料につ
いて、新たな図書等の購入に加え、情報が古くなった図書等の更新を行うこととして、
単年度約200億円、５年間で総額約1¶000億円の地方交付税措置が講じられている。
学校図書館図書標準の達成が十分でない状況（平成23年度末：小学校56•8％、中学校

47•5％）を踏まえ、地方公共団体においては、学校図書館資料の計画的な整備が図られ
るよう、引き続き努め、本計画期間中に、全ての学校図書館において学校図書館図書標
準の達成を目指す。
また、新たな「学校図書館図書整備５か年計画」においては、学校図書館への新聞配
備のため、単年度約15億円、総額約75億円の地方交付税措置が新たに講じられた。学校
図書館に新聞を配備している学校は、平成24年５月現在、小学校で約24•5％、中学校で
約19％であり（平成24年度文部科学省学校図書館の現状に関する調査）、新聞を活用し
た学習を行うための環境が十分には整備されていないことを踏まえ、学校図書館への新
聞配備の充実を促す。
なお、私立学校についても、学校図書館資料の整備が促進されるよう支援を図ってい
く。
イ 学校図書館施設の整備・充実
学校図書館施設については、読書スペースの整備が進められるよう、新増築を行う際
や余裕教室等を学校図書館に改修する際に国庫補助を行っている。
また、国は、学校図書館の施設整備に関する先進的な事例を紹介すること等により、
各学校における多様な読書活動を促す施設整備の取組を支援する。
ウ 学校図書館の情報化
学校図書館にコンピューターを整備し、学校図書館図書情報をデータベース化したり、
他校の学校図書館や図書館とオンライン化したりすることにより、自校の学校図書館の
みならず、地域全体での図書の共同利用や各種資料の検索、多様な興味・関心に応える
図書の整備等が可能となる。

イ 学校図書館担当職員（いわゆる学校司書）の配置
学校図書館活動の充実を図るためには、専ら学校図書館に関する業務を担当する職員
である学校図書館担当職員（いわゆる学校司書）を配置して、司書教諭と連携しながら、
多様な読書活動を企画・実施したり、学校図書館サービスの改善・充実を図ったりして
いくことが有効である。
厳しい財政状況にあるものの、学校図書館担当職員を配置する公立小中学校は近年一
貫して増加しており、市町村において、児童生徒と本をつなぐ役割を果たす学校図書館
担当職員の必要性が強く認識されていることがうかがえる。こうした状況を踏まえ、公
立小中学校に学校図書館担当職員を配置するための経費として、平成24年度から新たに
単年度約150億円の地方交付税措置が講じられている。地方公共団体は、こうした措置
の趣旨に鑑み、学校図書館の活性化を図り、児童生徒の読書活動を適切に支援するため、
学校図書館担当職員の更なる配置に努めるとともに、研修の実施など学校図書館担当職
員の資質・能力の向上を図るための取組を行うことが期待される。

「平成24年度学校図書館の現状に関する調査」（文部科学省）によると、平成24年５月
現在、児童生徒が使用可能なコンピューターを整備している学校図書館の割合は、小学
校で38•7％、中学校で35•5％、高等学校で69•1％である。また、児童生徒が使用可能な
コンピューターのうちインターネットに接続されているコンピューターの割合は、小学
校で92•3％、中学校で89•5％、高等学校で86•7％であり、学校図書館の図書情報をデー
タベース化している公立学校は、小学校で64•1％、中学校で65•1％、高等学校で87•2％
である。
学習指導に用いる公立学校の教育用コンピューターの整備については、従来、地方交
付税措置による整備が進められており、引き続き、学校図書館への効果的な配置を進め
る。また、学校図書館、コンピューター教室、普通教室、特別教室等を校内ＬＡＮで接
続し、学校内のどこにあっても学校内外の様々な情報資源にアクセスできる環境の整備
にも努めるとともに、学校のインターネット接続環境についても、児童生徒の調べ学習
などの活動を展開していく上で大きな効果があることから、引き続き整備を促進する。
これらの学校図書館の情報化を推進し、他校の学校図書館や地域の図書館等との連携
を通じて、学校図書館資料の共同利用や学校を越えた相互利用の促進・普及を図る。

| 学校図書館の活用を推進していくための人的配置の推進
子どもの読書活動の推進に当たっては、読書の楽しさや本のすばらしさ、本を使って調
べ、学ぶことを教える大人の存在が極めて重要である。本の世界への案内役となる専門的
な知識・技能を持った職員がいることで、学校図書館は、より一層その機能を発揮するこ
とが可能となる。学校図書館の運営に当たっては、校長のリーダーシップの下、司書教諭
が中心となり、教員、学校図書館担当職員、ボランティア等が連携・協力して、それぞれ
の立場から、学校図書館の機能の充実を図っていくことが重要である。
ア 司書教諭の配置
司書教諭は、学校図書館資料の選択・収集・提供のほか、学校図書館を活用した教育
活動の企画の実施、教育課程の編成に関する他教員への助言等、学校図書館の運営・活
用について中心的な役割を担うことから、その配置の促進を図ることが必要である。
学校図書館法第５条及び附則第２項の規定により、平成15年度以降、12学級以上の学
校（小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校）に、司書教諭を必ず
配置しなければならないこととされているが、司書教諭が発令されていない学校におけ
る有資格者の発令が促進されるよう、司書教諭の講習を引き続き進める。
また、司書教諭が学校図書館の運営に十分な役割を果たすことができるよう、教職員
の協力体制の確立や校務分掌上の配慮などの工夫を促すとともに、司書教諭の役割等に
ついて理解を図る。
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